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1.はじめに 液状化が空港施設に与える影響の把握、及び

合理的な液状化対策設計法の確立を目的に、平成 19 年 10

月に北海道石狩湾新港西地区において実物大空港施設を用

いた人工液状化実験が実施された 1)。本報では、地盤の液状

化対策工法の1つである超多点注入工法・超多点DP工法 2)

（以下、超多点）における合理的かつ経済的な改良仕様の

提案を目的として、2次元 有効応力解析プログラム（FLIP）、

及び地震後の過剰間隙水圧消散過程、ならびにこれに伴う

残留変形解析（FLIPDIS）を用いた地盤改良の実験再現計算、

及び改良効果の検討を行ったので報告する。

2.実験概要 人工液状化実験は、発破の衝撃により液状化

現象を再現させるもので、滑走路に模したアスファルト舗

装（50m×60m）下の地盤に液状化対策を施した液状化対策

エリアと未対策エリアとに分けられ実施された。液状化対

策として薬液注入による超多点を採用し、当工法の改良領

域は対策エリアのうち 20m×25m の領域に改良深度の異な

るゾーン 1（改良深度 10m：100%改良）とゾーン 2（改良

深度 5.5m：40%部分改良）の 2 領域に分けられている。実

験エリア平面図を図 1、超多点改良部の断面図（断面③）を

図 2に示す。

3.地盤条件 実験エリアは 浚渫土を埋立造成した土地

であり、地表から約-5m までは埋立土(Fs)が堆積しており、

それ以深に沖積砂質土(As1,As2)が堆積している。N 値は全

体的に10程度の緩い砂地盤であり、粒度分布も全深度で「特

に液状化の可能性が高い」範囲に位置しており、細粒分含

有率Fcは 11～16%の範囲である。また、想定液状化層を地

下水位（GL-2.5m）からGL-10mとしている（図 3参照）。

4.再現計算 実験の再現計算として、液状化対策がされた

地盤と非改良地盤が通る計 3断面を実施した（図 1参照）。

地盤モデルとして文献 3)の地盤解析定数を使用した。（表 1

参照）。解析対象を舗装部（50m×60m）の範囲とし、解析

モデル中心から左右100mを側方境界とした。また入力波形

は、発破実験における振動を地震動と同様とみなし、現地

計測された応答加速度（水平、鉛直 2 成分）を一様加振と

して入力した（図 4参照）。

5.再現計算結果 加振完了時の過剰間隙水圧比分布図

（断面③）を図 5 に示す。実測で得られた未改良部の過剰

間隙水圧比 0.95 と比較し、同程度の過剰間隙水圧の上昇が

確認でき、超多点の部分改良下の地盤で、過剰間隙水圧比

が 0.8～1.0 まで上昇している。断面②の部分改良下の地盤

も同様の結果が見られた。
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図 1 実験エリア平面図、及び解析位置図

図 2 超多点改良部断面図（断面③）

図 3 土層構成図とN値の深度分布

表 1 地盤の解析定数

舗装部 Fs（水位上）

- 2～3 - 2～3 - 6～8 - 12～19

せん断波速度 Vs m/sec - 120 - 120 - 175 - 220

基準平均有効拘束圧 σm0' kN/m2 15.3 12.5 35.3 35.3 53.7 53.7 66.0 66.0

初期せん断剛性 Gm0 kN/m2 39070 17700 29700 29700 58640 58640 89390 89390

初期体積弾性係数 Km0 kN/m2 103953 47094 79022 79022 156022 156022 237838 237838

G,Kの拘束圧依存係数 mK 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5

ポアソン比 ν 0.333 0.333 0.333 0.333 0.333 0.333 0.333 0.333

粘着力 c kN/m2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

内部摩擦角 φ'f 度 40.0 38.0 38.0 38.0 39.0 39.0 40.0 40.0

最大減衰定数 hmax 0.24 0.22 0.22 0.22 0.22 0.22 0.22 0.22

変相角 φ'p 度 - - - 28 - 28 - 28

S1 - - - 0.005 - 0.005 - 0.005

W1 - - - 2.51 - 3.04 - 2.95

P1 - - - 0.5 - 0.5 - 0.5
P2 - - - 1.880 - 1.800 - 1.780
C1 - - - 2.116 - 2.250 - 2.203

密度 ρ kN/m3 21.2 17.4 18.2 18.2 18.2 18.2 18.2 18.2

間隙率 n 0.41 0.53 0.53 0.53 0.53 0.53 0.53 0.53

細粒分含有率 Fc % - - 18 18 14 14 13 13

等価N値 N65 - - 2.5 2.5 6.9 6.9 11.0 11.0

有効土被り圧 σv' kN/m2 - - 52.8 52.8 70.5 70.5 91.4 91.4

透水係数 k cm/s - - 1.00E-06 1.00E-03 1.00E-06 1.00E-03 1.00E-06 1.00E-03
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図 4 入力波形
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図 5 過剰間隙水圧比 分布図（断面③）

図 6に、水圧消散による舗装面沈下量（発破直後、及び7

日後）の水平分布図を示す。解析値と実測値を比較すると、

超多点100%改良で整合している。一方、超多点40%部分改

良で解析値が過大傾向となった。
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図 6 舗装面沈下量 水平分布図

この要因の一つとして、発破実験では周辺地盤からの水

圧伝播による水圧上昇は見られるが、液状化による沈下は

発生していないのに対し、解析では一様加振での地震入力

により部分改良下の地盤で液状化による沈下が発生してお

り、液状化の発生メカニズムに関して、発破時と地震時で

違いがあるためと考えられる。また、文献 3)により、非改

良部の実測値と解析値の整合も確認されている。

6.改良効果の検討 実験の再現計算結果から、一様加振に

よる地震後の、超多点100%改良、及び非改良部の水圧消散

による舗装面沈下量が再現可能であることを確認した。一

方、超多点の部分改良（100%未満改良部）について、発破

時と地震時で傾向が異なるが、地震時における改良厚の効

果について検討した。解析ケースは、超多点の改良厚とア

スファルト舗装幅を改良幅とした 2 つをパラメータとし、

液状化対策の対象地盤厚 8m に対して、改良厚

0,20,40,60,80,100%の 6ケース、改良幅8,16,24,40,60,80mの 6

ケース、合計36ケースを実施した。（図 7参照）

図 7 改良効果の検討における解析モデル

7.改良効果の検討結果 図 8 に水圧消散による最終沈下

量（舗装面平均値）と改良厚の関係（舗装幅 24m,80m）を

示す。最終沈下量は改良幅には依存せず、改良厚にのみ依

存しており、最終沈下量と改良厚は線形関係となるが、明

確な改良効果が現れるポイントはない。また、図 9 に最終

沈下量の水平分布図（舗装幅 24m,80m）を示す。改良厚の

小さい範囲（20%、40%）では、舗装面内で沈下が一様でな

いため、不等沈下が発生する可能性がある。
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図 8 水圧消散による最終沈下量（舗装面平均値）と改良厚の関係
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図 9 水圧消散による最終沈下量 水平分布図

7.まとめ 発破による人工液状化実験の再現計算、及び超

多点の改良効果の検討により以下の結果が得られた。

1) 超多点100%改良の水圧消散による沈下量について、2次

元有効応力解析プログラム（FLIP）、地震後の過剰間隙水圧

の消散過程、及びこれに伴う残留変形解析（FLIPDIS）によ

り再現計算が可能であることを確認した。

2) 超多点部分改良について、一様加振による地震波入力を

行っている再現計算では、部分改良下の地盤が液状化によ

る沈下により、実測値と比較し沈下が過大傾向になること

を確認した。発破実験では部分改良下の液状化地盤の地震

時挙動を再現できないことが考えられる。

3) 超多点部分改良について、改良効果の検討を行った結果、

本検討における土層構成、入力地震波での舗装面の最終沈

下量は、改良幅には依存せず、改良厚と線形関係となるこ

とを確認した。また、改良厚が 60%未満で小さい場合、舗

装面内で沈下が一様でないため、不等沈下が発生する可能

性が考えられる。
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